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荒川区
南千住の ながさわ 質屋☎03-3891-1608

荒川区南千住1-32-1 検索質屋ながさわ

ご入用でお困りの際は金・プラチナ・ダイヤ・ヴィトン
ロレックス・オメガ・シャネルのバックなどを
担保に3ヵ月を期限にお金が借りられます。
借りたお金と利息を支払えば品物はお手元に戻ります。
利息を支払うことで、期限の延長もできます。

ロレックス・シャネルのバック
商品券などもお売り下さい。

※和服や毛皮などの衣類、ライター、銀（シルバー）、
パールネックレスなどはお断りしております。

都電荒川線「三ノ輪橋駅」左折 徒歩2分 日曜定休

期日 ４月２５日（金）
販売台数 一店２台程度
販売店 下表のとおり
販売価格 ７０００円（防犯登
録手数料を含む）
＊売上金の一部は、障がい

者福祉施設へ還元されま
す

問合せ
荒川区社会福祉協議会

緯（３８０２）２７９４
胃（３８０２）３８３１

電話番号所在地店名
（３８０７）６１５１南 千 住１－４３－２田 上 サ イ ク ル 店
（３８０２）２４１８南 千 住２－１０－５サイクルショップヨシダ
（３８０１）５８９３南 千 住５－６－１３ホンダウイングクジライ
（３８０７）６３６１南 千 住６－２５－３大 里 サ イ ク ル
（３８０２）１８５１荒 川２－１５－４渡 辺 商 会
（３８０３）５４５４荒 川２－４７－７吉 村 モ ー タ ー ス
（３８０６）４７５１荒 川３－３２－９内 田 輪 業
（３８９５）４３０９町 屋３－１－１４サイクルショップアライ
（３８９５）７０６３町 屋５－１４－１４浅 野 自 転 車 商 会
（３８９５）２７１４東 尾 久１－１４－４渡 辺 モ ー タ ー ス
（３８９５）４６８９東 尾 久２－３０－１竹 内 サ イ ク ル
（３８９５）１９７０東 尾 久６－９－４山 田 輪 店
（３８０１）２７７３東日暮里３－４２－１２直 井 商 会
（３８０１）２７９０西日暮里１－１４－２集 貝 商 会

リサイクル自転車を販売します

補助・利用内容対象経費事業内容事業名

対象経費の４分の１（限度額１００万円）
＊一設備当たり２０万円以上のもの設備の購入時に要する経費

区内で１０年以上事業を営む企業が経営
力強化のために生産・販売活動等で直接
的に必要な設備を新たに導入または更
新する際に必要な経費を補助

小規模事業者
経営力強化支
援

①

対象経費の２分の１（限度額２００万円）
＊経営革新計画承認企業の特例は、対
象経費の３分の２（限度額３００万円）

開発に要する材料・工具等
の購入費、大型機械装置の
賃借料、市場調査や分析の
ためのマーケティング調査
費等の直接的経費

２６年度中に着手し、２８年３月３１日まで
に開発が完了出来る先駆的な新製品、
新技術を開発する際の経費の補助
＊区の審査があります
＊申込期限９月３０日

新製品・新技
術開発補助②

対象経費の２分の１（限度額１５万円）
＊経営革新計画承認企業の特例は、対
象経費の３分の２（限度額２５万円）

産業財産権取得に要する出
願料・登録料等の経費、弁
理士費用

取得が見込める特許権、実用新案権、意
匠権、商標権の出願料等の経費の補助

産業財産権取
得補助③

対象経費の４分の１（限度額５０万円）

ＩＳＯ認証取得に要する審
査登録機関の審査、内部監
査員養成のための研修、コ
ンサルタントによる指導等
に要する経費

２８年３月３１日までに取得が見込めるＩ
ＳＯ９０００シリーズ認証、ＩＳＯ１４０００シ
リーズ認証、ＩＳＯ２７０００シリーズ認
証、ＩＳＯ２２３０１認証、ＩＳＯ５０００１認証
に要する費用を補助

ＩＳＯ認証取
得補助④

対象経費の２分の１（限度額３０万円）
＊経営革新計画承認企業の特例は、対
象経費の３分の２（限度額４５万円）

会場使用料、展示装飾費、
展示物の搬送に要する委託
費、パンフレット作成に要
する経費

国内・外で行われる販路拡張のための
見本市・展示会・フェア等への出展料等
への補助

見本市等出展
補助⑤

対象経費の２分の１（限度額は、セミ
ナー受講３万円、企業内研修開催１０万
円）

受講料、開催経費
公的支援機関等が実施する、経営力強
化等をテーマとするセミナーの受講や
企業内研修の開催に要する費用を補助

セミナー・研
修受講補助⑥

対象経費の２分の１（限度額〈月額〉
２万円）加入月から６カ月の掛金

「中小企業倒産防止共済制度（経営セー
フティ共済）」に新たに加入する際の掛
金の補助
＊申請期間は、新規加入月から６か月
以内

中小企業倒産
防止共済加入
助成

⑦

対象経費の２分の１（限度額従業員一
人につき２万円）加入月から１２カ月の掛金

「中小企業退職金共済制度」に新たに加
入する際の掛金の補助
＊申請期間は、共済契約後５年以内

中小企業退職
金共済加入補
助

⑧

対象経費の３分の２（限度額３００万円）
共同研究及び委託研究の実
施に際して、大学等に支出
した研究経費または委託費

大学等と産学連携により新製品・新技術
を開発する際の経費を補助

産学連携研究
開発支援⑨

対象経費の２分の１（限度額５万円）
公設試験研究機関及び区が
指定する民間試験研究機関
における機器利用、依頼試
験等に要する経費

新製品・新技術を開発するために試験研
究機関を利用した際の経費を補助

試験研究機関
活用支援⑩

各支援機関につき、対象経費の１０分の
１０（限度額は２０万円）または年間１０回
以内

教員の相談費用を区が原則
として全額負担
＊遠隔地への派遣等、実費
負担が発生する場合あり

首都大学東京、東京都立産業技術高等
専門学校、山形大学工学部の教員への
経営課題の相談

企業課題相談
支援⑪

一企業または一団体につき、全分野の
専門家を合わせて年間１０時間まで

専門家の派遣費用を区が原
則として全額負担
＊特別区域外への派遣等、
実費負担が発生する場合
あり

区内企業が抱える、高度で専門的な知
識やノウハウを必要とする課題を迅速
に解決するために、事業再生・知的財産
・技術開発・デザイン等のさまざまな分
野の専門家を無料で派遣

高度特定分野
専門家派遣⑫

対象経費の２分の１（限度額１０万円）
＊原則１企業１回限り
＊経営革新計画承認企業等の特例は、
補助回数を追加

動画製作業者への委託費
製品や技術力等、自社の強みをインタ
ーネットでＰＲするための動画の製作
費用の補助

魅力発信動画
製作補助⑬

＊ご利用の際は、事前にご相談下さい

▲ガイドブックをご利用下さい

区では、区内中小企業（主に製造業）
の新事業展開を支援するため、４人の専
属コーディネーターを配置し、大学や研
究機関等との連携をコーディネートして
新製品や新技術を開発するお手伝いをし
ます。
２６年度は、小規模事業者が競争力強化
に取り組むための設備投資等を行う際の
補助金を創設しました。また、実際に新
製品や新技術を開発する際にも、さまざ
まな支援施策があります。技術的課題の
解決や新製品開発のための共同研究等を

行う際には、ぜひ、区の支援制度をご活
用下さい。
このうち、「中小企業の新たな事業活

動の促進に関する法律」に定める「経営
革新計画」の承認を受けた方は、補助額
増額等の特例を受けられる場合がありま
す。
対象 区内に本社がある中小企業等
事業概要 下表のとおり
問合せ 経営支援課
渇表①～⑧ 緯内線４５９
渇表⑨～⑬ 緯内線４５８

中小企業の新事業展開・経営革新を支援中小企業の新事業展開・経営革新を支中小企業の新事業展開・経営革新を支援援「
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【広告】 ＊広告内容の問い合わせは各事業所へ


